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　 私 が 道 路 の 重 要 性 を 痛 感 し た の は、大 学 2 年 の 時 に ジ ー プ で イ ン ド の あ る 村 を
訪 ね た 時 の こ と で あ る。 そ の 村 に 通 じ る 道 路 は ひ ど い 状 態 で 雨 期 に は 冠 水 し、 物
資 の 輸 送 に も 子 ど も た ち の 教 育 に も 影 響 を 及 ぼ し て い た。 道 路 は さ ま ざ ま な 面 で
人 々 の 暮 ら し を 左 右 す る が、 メ ン テ ナ ン ス を 怠 れ ば そ の 質 は 急 速 に 悪 化 す る。 ま
た、1980 年 か ら の 20 年 で 最 も 貧 困 が 増 し て い る 地 域 サ ブ サ ハ ラ ア フ リ カ に 日 本
は ど の よ う に 貢 献 で き る か と 考 え た 時、 日 本 企 業 は イ ン フ ラ 不 足 の た め 進 出 を 躊
躇 し て い る と い う 記 事 を 見 か け た。 道 路 の 整 備 に 取 り 組 む こ と は 最 貧 困 層 の 人 々
の 生 活 を 市 場 ア ク セ ス 性、 子 供 の 通 学 な ど の 面 か ら 直 接 改 善 す る と と も に、 国 の
経 済 発 展 に も つ な が る 非 常 に 重 要 な 問 題 で あ る。 ま た、 特 に メ ン テ ナ ン ス に 注 目
し た の は、 道 路 整 備 は 新 規 建 設 に 目 が む き が ち だ が 実 は 維 持 管 理 が 重 要 だ ( 国 際 
協 力 機 構 , パ デ コ , 三 菱 UFJ リ サ ー チ & コ ン サ ル テ ィ ン グ  2009:p.5) と 指 摘 し て い
る 文 献 を 読 ん だ か ら で あ る。
　 サ ブ サ ハ ラ ア フ リ カ (SSA) と は、北 ア フ リ カ 5 ヵ 国 を 除 く 49 ヵ 国 の 総 称 で あ る。
総 面 積 は 世 界 の 18%、 人 口 7 億 9,980 万 人 ( 世 界 の 12%) を 占 め る 一 方、 総 GDP
は 8,400 億 米 ド ル (2007 年 価 格 ) と 世 界 全 体 の 2% に も 満 た ず、 さ ら に 総 GDP の
約 33% は 南 ア フ リ カ 1 ヵ 国 が 占 め る。2007 年 の 1 人 当 た り GDP は 1,053 米 ド ル
で あ る が、SSA の GDP 総 計 の 約 33% を 占 め る 南 ア フ リ カ を 除 く と、 残 り 471 ヵ 国
の 1 人 当 た り GDP は わ ず か に 752 米 ド ル で あ る。 同 地 域 の 1 日 1.25 米 ド ル 以 下
で 生 活 す る 貧 困 人 口 は 全 体 の 50% に あ た る 約 4 億 人 (2005 年 ) で あ り、 世 界 の 最
貧 困 国 48 ヵ 国 中 34 ヵ 国 が SSA に 含 ま れ る。( 国 際 協 力 機 構 2009:p. ⅰ )。SSA は
多 く の 課 題 を 抱 え て い る が、 な か で も 交 通 イ ン フ ラ の 整 備 の 遅 れ は 産 業 の 成 長 に
影 響 を 及 ぼ す 深 刻 な 問 題 で あ る。 
　 一 方、2000 年 以 降、SSA は 安 定 し た 経 済 成 長 を 実 現 し て い る。2004 年 以 降 の
GDP 成 長 率 は 年 6% を 継 続 し て お り、1 人 当 り GDP 成 長 率 も 年 3~4% と 安 定 し て
い る。 こ れ ら は 資 源 価 格 の 急 騰 と、 そ れ に 伴 う ア フ リ カ 内 陸 国 に お け る 資 源 開 発
の 寄 与 が 大 き い と 考 え ら れ て い る。 世 界 銀 行 は そ れ ら に 加 え て、 経 済 成 長 の 理 由
1. 2009 年 当 時 は 南 ス ー ダ ン の 独 立 前 で 、 サ ブ サ ハ ラ ア フ リ カ と 呼 ば れ る 国 は 48 ヵ 国 で あ っ た 。
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を、 経 済 政 策 の 改 善、 為 替 競 争 力 の 強 化、 組 織 ・ ガ バ ナ ン ス の 改 善、 紛 争 の 減 少
に よ る も の と 分 析 し、 こ の 傾 向 を 持 続 す る た め に は、 更 な る 投 資 環 境 の 改 善、 イ
ン フ ラ の 整 備、 技 術 革 新、 行 政 組 織 の 強 化 が 必 要 で あ る と 指 摘 し て い る ( 国 際 協
力 機 構 2009:p. ⅰ )。 資 源 ブ ー ム に よ る 歳 入 増 を 人 々 の ラ イ フ ラ イ ン に 直 結 す る、
あ る い は、 成 長 の 基 盤 と な る イ ン フ ラ の 効 率 的 整 備 に つ な げ て い け る か ど う か、
各 国 の 改 革 が 正 念 場 を 迎 え て い る。
第 1 章　世銀による道路維持管理戦略 (RMI)
　 世 銀 で は、1987 年 よ り 輸 送 網 の 改 善 に よ る 国 際 競 争 力 の 強 化 を 目 指 し、 国 連
ア フ リ カ 経 済 委 員 会 と 協 力 し、SSA 輸 送 政 策 プ ロ グ ラ ム (SSATP: Sab-Sahara Africa 
Transport Program) を 推 進 し て い る ( 大 塚 1997:p55)。
　SSATP と は SSA 全 体 で 国 際 交 通 回 廊 を 含 め た 交 通 イ ン フ ラ の 改 善 を 目 標 と し た
大 規 模 な プ ロ ジ ェ ク ト で あ り、1987 年 か ら 2013 年 現 在 に か け て 実 施 さ れ て い る。
そ の 実 現 の た め に は ア フ リ カ 諸 各 国 で の 資 金 確 保 の た め の 新 制 度 や 管 理 機 構 の 意
識 及 び 機 能 の 改 善 な ど 様 々 な 課 題 を ク リ ア し な け れ ば な ら な か っ た。 そ の た め 財
源 問 題 も SSATP プ ロ グ ラ ム の 一 環 と さ れ、 国 内 の 道 路 の 維 持 管 理 用 の 財 源 確 保 に
関 す る 政 策 は 「道 路 維 持 管 理 戦 略 (RMI)」 に 含 ま れ る こ と と な っ た。 表 1 は RMI
の 概 要 を ま と め た も の で あ る。
表 1:RMI 概 要
資 金 先 進 諸 国 か ら の 信 託 金 2
拠 出 国 日 本、 デ ン マ ー ク、 ノ ル ウ ェ ー、 ス ウ ェ ー デ ン、 フ ラ ン ス、 ス イ ス、
ド イ ツ、EU な ど
プ ロ ジ ェ ク ト 実 施 主 体 世 界 銀 行、 国 連 ア フ リ カ 経 済 委 員 会
開 始 年 1988 年 ~2013 年 ま で （各 国 に て）
重 点 実 施 国 （1991 年 ~） カ メ ル ー ン、ケ ニ ア、マ ダ ガ ス カ ル、タ ン ザ ニ ア、ウ ガ ン ダ、ザ ン ビ ア、
ジ ン バ ブ エ、 ナ イ ジ ェ リ ア （休 止 中）、 ル ワ ン ダ （中 止 中）
準 参 加 国 （1993 年 ~） コ ー ト ジ ボ ワ ー ル、ガ ー ナ、マ ラ ウ イ、モ ザ ン ビ ー ク、シ エ ラ レ オ ネ、
南 ア フ リ カ、 ト ー ゴ
目 的 【フ ェ ー ズ 1】(1987~91 年 )
こ れ ま で の ア フ リ カ に お け る 道 路 セ ク タ ー へ の 援 助 の 失 敗 を 分 析
し、 そ の 原 因 を、 ① 道 路 が 市 場 原 理 に 基 づ か な い サ ー ビ ス で あ っ た
こ と、 ② 人 的 資 本 の 制 約、 ③ 不 適 切 な 資 金 調 達、 ④ 不 明 確 な 責 任 の




所 在、 ⑤ 効 果 的 で な い 管 理 体 制、 ⑥ 脆 弱 な 管 理 シ ス テ ム、 ⑦ 経 営 努
力 の 欠 如 と い っ た 政 府 ・ 道 路 管 理 者 の 管 理 運 営 能 力 の 欠 如 だ と 結 論
づ け た。 ま た、 改 善 の た め に 以 下 の 「4 つ の 商 業 化 コ ン セ プ ト 」 を
提 案 し た。
(1) 道 路 利 用 者 の オ ー ナ ー シ ッ プ の 確 立 : 道 路 利 用 者 の 意 見 を 反 映 し、
汚 職 を 防 止 す る た め の 第 三 者 監 視 機 関 を 設 置 す る。 こ れ に よ り 道 路
特 定 財 源 に 対 す る 国 民 の 支 持 を 広 げ、 道 路 利 用 者 の 税 負 担 を 促 す こ
と も で き る。 道 路 利 用 者 を メ ン バ ー と す る「全 国 道 路 評 議 会 (National 
Road Board)」 を 設 置 し て 道 路 特 定 財 源 の 使 途 を 監 視 し 道 路 の 整 備 と
維 持 管 理 に 関 与 す る。
(2) 適 切 で 安 定 的 な 道 路 財 源 の 確 保 : 道 路 税 シ ス テ ム の 確 立 に よ り 道
路 特 定 財 源 へ の 適 切 で 安 定 的 な 資 金 の 流 入 を 確 保 す る。 具 体 的 に は
道 路 利 用 者 が 支 払 う ガ ソ リ ン 税 ・ 重 量 税 な ど を ベ ー ス に 道 路 特 定 財
源 を 確 立 す る。 財 政 難 が 深 刻 な SSA 諸 国 で は 税 率 を 高 め る だ け で は
不 十 分 で あ る た め、 道 路 税 が 一 般 財 源 と 分 離 さ れ て 道 路 特 定 財 源 に
直 接 組 み 込 ま れ る 制 度 を 確 立 す る。
(3) 行 政 責 任 の 明 確 化 : 道 路 行 政 に は、 道 路 種 別 に （ 幹 線 道 路 ・ 地 方
道 路 ・ 都 市 道 路 な ど）、 ま た、 機 能 別 に （道 路 の 運 営、 維 持 管 理、 改
良、 新 設、 交 通 安 全 管 理、 交 通 事 故、 環 境 な ど ） 多 く の 行 政 機 関 が
関 わ っ て い る が、 各 行 政 機 関 の 責 任 を 明 確 に し、 効 果 的 で 効 率 的 で
効 率 的 な 道 路 行 政 を 可 能 に す る。 ま た、 民 間 企 業 の 経 営 手 法 を 導 入
し、 経 営 の 説 明 責 任 を 強 化 す る。 そ れ に よ っ て、 経 営 自 主 性 の 高 い
“Road Agency" の 設 立 に つ な げ る。
(4) 道 路 行 政 の 効 率 化 : 可 能 な 限 り 外 注 化 を 進 め、 道 路 行 政 機 構 を ス
リ ム 化 す る。 ま た、 行 政 責 任 を 明 確 に し、 そ の 目 標 を 明 示 し、 目 標
達 成 に 効 果 的 な 予 算 制 度 を 確 立 す る。 公 共 セ ク タ ー の 雇 用 条 件 を 改
善 し、 民 間 セ ク タ ー で 採 用 さ れ る 原 価 計 算 を 導 入 し、 効 果 的 な 情 報
シ ス テ ム を 形 成 す る な ど に よ り、 商 業 化 コ ン セ プ ト を 具 体 化 す る 行
政 改 革 を 推 進 す る ( 小 山 2000:p.58)、( 大 塚 1995:p.56)。
【フ ェ ー ズ 2】
こ れ ま で の 道 路 維 持 管 理 (= 道 路 行 政 ) の 失 敗 の 分 析 と 「4 つ の 商 業
化 コ ン セ プ ト 」 の 下、RMI の 実 施 に 興 味 を 持 っ た 国 だ け が 参 加。 特
に 政 治 ・ 資 金 ・ モ チ ベ ー シ ョ ン の 面 か ら 行 政 改 革 が 可 能 な 国 が 参 加
し た。 各 国 の 現 状 に 合 わ せ て フ ェ ー ズ 1 で の 発 見 と 提 案 か ら 政 策 を
考 え 実 施。 具 体 的 に は 今 ま で 重 複 混 乱 し て い た 行 政 の 責 任 区 分 を 明
確 に す る こ と、 一 般 財 源 か ら 独 立 し た 道 路 特 定 財 源 制 度 を 確 立 す る
た め 第 2 世 代 道 路 基 金 を つ く る こ と、 道 路 利 用 者 の 管 理 へ の 参 加 を
促 す た め に 道 路 評 議 会 を 作 る こ と、 特 定 財 源 の も と と な る 財 源 の 整
備 ( 利 用 者 負 担 原 則 の 導 入 )、 雇 用 を 増 や し、 安 く 道 路 を 作 れ る よ う
建 設 を 外 注 化 し、 経 営 自 主 性 の 高 い 道 路 機 関 を つ く る こ と を 目 標 と
し て い る。
出 所 : 大 塚 (1997)、Michael Ian Pinard and S.M.A. Kaombwe (2001)、Becq, Isotalo and Lundebye(1993) を も と
に 筆 者 が 作 成
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各 国 の 具 体 的 な 政 策 の 進 捗 は 既 存 の 制 度、人 材、政 府 財 政 な ど に よ り 異 な る の で、
ア プ ロ ー チ 方 法 も 異 な っ て い る。今 回 は RMI を 極 め て 積 極 的 に 推 進 し て き た 国 で、
RMI が 最 も 進 ん で い る 国 の 一 つ ( 大 塚 1997:p.56) と い わ れ る ザ ン ビ ア に 焦 点 を あ
て た。
第 2 章　ザンビアにおける RMI の成果と課題
■ ザ ン ビ ア の 概 要
ザ ン ビ ア は 1964 年 の 独 立 以 来、 内 戦 は 起 こ ら ず 政 治 は 安 定 し
て い る ( 外 務 省 HP) が、 そ の 経 済 は 銅 の 輸 出 に 依 存 し て お り、
歳 入 は 国 際 市 場 で の 銅 価 格 の 変 動 に 左 右 さ れ る た め 多 額 の 債 務
が 残 っ た。 戦 争 さ え な か っ た も の の、 世 銀 に よ る 対 ザ ン ビ ア 構
造 調 整 政 策 は 失 敗 例 の 典 型 と し て 引 き 合 い に 出 さ れ る こ と が 多
く ( 児 玉 谷 1995:p.57)、HIV/AIDS 感 染 者、 失 業 率、 多 重 債 務 の
増 大、 そ れ に よ る 政 府 の 財 政 難 と い っ た ア フ リ カ 諸 国 に 共 通 す
る 問 題 を 数 多 く 抱 え、 改 革 の 道 の り は 平 坦 で は な か っ た。
■ 独 立 後 の 道 路 政 策
　 ザ ン ビ ア の 道 路 網 は 首 都 の ル サ カ を 中 心 と し て 国 際 幹 線 道 路 が ジ ン バ ブ エ、 ボ
ツ ワ ナ、 コ ン ゴ 民 主 共 和 国、 タ ン ザ ニ ア、 マ ラ ウ イ、 モ ザ ン ビ ー ク へ そ れ ぞ れ 1 
本 ず つ 伸 び て い る ( 国 際 協 力 事 業 団 2000:pp.149-150)。1964 年 の 独 立 以 来、 政 府
の 道 路 政 策 は 近 隣 諸 国 や 首 都 と 地 方 を 結 ぶ 道 路 の 「建 設」 を 主 眼 に お い て き た た
め、 道 路 延 長 は 増 加 し た が、 維 持 管 理 へ の 予 算 は 少 額 で あ っ た。 更 に、 銅 価 格 の
下 落、 構 造 調 整 等 に よ る 経 済 的 な 落 ち 込 み も 加 わ り、 十 分 な 道 路 維 持 管 理 の 予 算
が 手 当 て さ れ ず、 施 設 の 破 損 も 進 ん で い た ( 川 崎 2002:p.59)。 
　 ザ ン ビ ア で は 1964 年 の 独 立 か ら 構 造 調 整 が 始 ま る 1983 年 ま で、 道 路 政 策 は
国 家 開 発 計 画 の 枠 組 み の 一 部 と し て 実 施 さ れ て き て お り (NRFA プ レ ゼ ン 資 料 )、
構 造 調 整 下 で は 緊 縮 財 政 た め 道 路 投 資 額、 特 に 維 持 管 理 費 用 が 大 幅 に 削 ら れ る こ
と と な っ た ( 大 塚 1997:p.55)。 国 際 機 関 の 援 助 は 新 規 建 設 に 注 が れ、 メ ン テ ナ ン
ス ま で は ま か な わ れ な か っ た た め、90 年 代 ま で に 国 内 の 道 路 の 80% 以 上 が 荒 廃
し、 リ ハ ビ リ の た め に 政 府 の 調 達 能 力 を 上 回 る 10 億 米 ド ル と い う 莫 大 な 資 金 が
必 要 と な っ た (NRFA プ レ ゼ ン 資 料 )。 一 方、1995 年 当 時 ザ ン ビ ア の 輸 送 網 は、 道
路、 鉄 道、 航 空、 内 航 海 運 及 び パ イ プ ラ イ ン で 構 成 さ れ、 輸 出 入 機 関 分 担 率 は 道
路 が 62.6% を 占 め て お り 最 も 重 要 な 輸 送 手 段 と な っ て い た ( 川 崎 2002:p.59)。
　2002 年、 道 路 財 源 を 管 理 す る 機 関 と し て NRFA (National Road Fund Agency, 元 全
国 道 路 評 議 会 :National Road Board) が 設 立 さ れ た が、 そ れ 以 前 に 道 路 法 で カ バ ー さ
れ て い た ザ ン ビ ア の 総 道 路 延 長 は 36,000km ( 国 際 協 力 事 業 団 2000:pp.149-150)、
図 １ ザ ン ビ ア の 位 置
東京女子大学　経済研究　第 3号　2015
20
そ の う ち 舗 装 道 路 は わ ず か に 6,500km(Ian 1995:p.152; 川 崎 2002:p.59) で、 残 り は
砂 利 も し く は 土 道 で あ っ た ( 川 崎 2000:p. 59)。 現 在 の ザ ン ビ ア 政 府 の 発 表 に よ る
と 国 内 の 総 延 長 は 67,671 km、 う ち 舗 装 道 路 は 「 コ ア 道 路 ネ ッ ト ワ ー ク 」(Core 
Road Network:CRN, 政 府 が 経 済 発 展 に 重 要 だ と 算 出 し た 一 部 の 国 際 ・ 幹 線 ・ 支 線 ・
市 街 地 道 路 )40,151km の 中 だ け で さ え 9,403km で あ る (Gaël  2012:p.1)。 こ の こ と
か ら、 道 路 総 延 長 さ え 当 時 は 現 在 の 半 分 し か 把 握 さ れ て い な か っ た こ と が わ か
る。
 ■ 建 設 業 の 衰 退
　1980 年 代 以 降 の 構 造 調 整 に 伴 う 緊 縮 財 政 に よ る 投 資 的 経 費 の 削 減 に よ り、 ザ
ン ビ ア で は GDP に 占 め る 建 設 業 の 割 合 が 10% か ら 3% ま で 低 下 し、も と も と 鉱 業・
農 業 以 外 の 雇 用 が 少 な い ザ ン ビ ア に 深 刻 な 影 響 を 与 え た。 ま た、SSA 諸 国 に 共 通
し た 傾 向 だ が、 現 地 の 外 資 系 の 大 規 模 な 建 設 会 社 は 小 規 模 の 地 元 の 建 設 会 社 の 育
成 に 関 心 が な く、 受 注 し た 仕 事 の 一 部 を 下 請 け に 出 す こ と も 稀 で あ る。 し か し
RMI で は、 道 路 の 維 持 管 理 を 担 当 す る 政 府 の 直 営 部 隊 を 廃 止 す る 方 向 が 推 奨 さ れ
て お り、 そ の 受 け 皿 と し て の 地 元 の 建 設 産 業 の 育 成 が 不 可 欠 で あ っ た。 そ の た
め、 地 方 で 建 設 機 械 の 調 達 が 困 難 な 中 小 の 業 者 を 対 象 に、ILO と 協 力 し 道 路 訓 練
セ ン タ ー 等 3 で 有 料 の 訓 練 を 実 施 し て い る ( 大 塚 1997:p.57)。 実 際 に 現 在 で は 全
国 建 設 評 議 会 (National Council for Construction) が 設 立 さ れ て い る。NCC と は、 建
設 産 業 の 発 展 を 目 指 し て 事 業 者 の 訓 練 と 建 設 業 の 規 制 に 責 任 を 持 つ 機 関 で あ り、
1999 年 か ら 活 動 を 開 始 し、2003 年 の National Council for Construction Act No. 13 を
も と に 法 制 化 さ れ た 機 関 に な っ た （NCC ホ ー ム ペ ー ジ）。
■ 道 路 行 政 の 問 題 点
　 ザ ン ビ ア に と っ て 道 路 機 能 の 低 下 は、 他 の SSA 諸 国 と 同 様、 技 術 と い う よ り も
む し ろ 政 策 と 管 理 運 営 の 問 題 で あ っ た (N.Gananadha 2001:pp.1-2)。
　 ま ず、 人 的 資 本 の 流 出 が 給 与 水 準 と ポ ジ シ ョ ン の 空 席 か ら 推 測 さ れ る。
Ian(1995, pp.20-22) に よ る と ザ ン ビ ア の 1992-93 年 の 道 路 局 の エ ン ジ ニ ア、 技 術
ス タ ッ フ の 年 俸 は RMI に 参 加 し た SSA 諸 国 の 中 で も 最 も 低 い レ ベ ル に あ っ た。
実 際、 エ ン ジ ニ ア の ポ ジ シ ョ ン は 31 席 中 24 席 が、 技 術 ス タ ッ フ は 26 席 中 22
席 が 空 い て い た。 結 局、 有 能 な 技 術 者 が 集 ま ら な い た め、 国 際 機 関 に 依 頼 し て 高
給 な 外 国 人 技 術 者 を 雇 わ ざ る を 得 ず 本 末 転 倒 な 事 態 と な っ て い た。
　
ま た、 道 路 の 管 理 体 制 も 整 っ て お ら ず、 責 任 の 所 在 も 不 明 確 で あ っ た。 主 要 道 路
( 幹 線・メ イ ン 4・デ ィ ス ト リ ク ト 道 路 ) は、 建 設・調 達 省 の 道 路 局、 地 域 道 路 は、
地 方 ・ 住 宅 省 の イ ン フ ラ ・ サ ポ ー ト サ ー ビ ス 局 と 郡 政 府 の 管 轄 下 に 置 か れ て い た
3 多 く の 国 で は 、 道 路 担 当 部 局 が 技 術 者 の 育 成 の た め の 訓 練 セ ン タ ー を 所 有 し て い る 。
4 幹 線 道 路 は 国 境 に あ る 街 を 繋 げ る 道 路 、 メ イ ン 道 路 と は 州 の 中 心 と な る 街 を 繋 げ る 道 路 で あ る 。
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( 川 澄 2000:p.26)。 し か し 都 市 住 民 の 生 活 道 路 や 農 村 住 民 の 経 済 活 動 に 直 結 す る
マ ー ケ ッ ト へ の ア ク セ ス 道 路、 医 療 ・ 教 育 施 設 等 へ の ア ク セ ス 道 路 は、 法 的 な 位
置 づ け も な く 土 地 の 所 有 者 も 明 確 で な い た め (Fernandez 2010:p.22)、 維 持 管 理 の
組 織 は 確 立 し て お ら ず ( 国 際 協 力 事 業 団 2000:pp.149-150)、 ど の 省 庁 も 自 身 の 管
轄 と は 認 識 し て い な い も の が 多 く 存 在 し た。 こ の 他、 観 光 省 下 の ザ ン ビ ア 野 生 動
物 局 が、 国 内 19 ヵ 所 の 国 立 公 園 と 34 の 狩 猟 規 制 区 及 び エ リ ア 内 の ツ ー リ ス ト
道 路 と、 一 部 ア ク セ ス 道 路 を 管 轄 し て い た ( 川 澄 2000:p.26)。RMI の 実 施 に よ っ
て 現 在 で は 職 員 の 年 俸 と 責 任 の 所 在 の 問 題 は 道 路 利 用 者 税 を 管 理 す る NRFA と
全 国 の コ ア 道 路 ネ ッ ト ワ ー ク (CRN) に 一 元 し て 責 任 を 持 つ RDA(Road Development 
Agency)、 そ し て、 交 通 違 反 を 取 締 ま り 各 種 道 路 利 用 者 税 を 徴 収 す る RTSA(Road 
Transport and Safety Agency) を 中 心 に ま と め ら れ、CRN で は な い 第 1 級 ・2 級 支 線
道 路、 コ ミ ュ ニ テ ィ 道 路 は 地 方 ・ 住 宅 省 が 管 轄 し、 国 立 公 園 内 の 道 路 は 引 き 続 き
野 生 動 物 局 が 管 理 し て い る。 同 時 に 国 内 全 て の 道 路 は 運 輸 ・ 建 設 ・ 調 達 ・ 通 信 省
に よ っ て 管 理 さ れ て い る (Gaël   2012:pp.1-2)。 ま た、 施 工 そ の も の は 契 約 工 事 者 に
任 せ る か RDA の 技 術 職 員 が 行 う こ と と な っ た (RDA ホ ー ム ペ ー ジ ; the Public Roads 
Act No.12)。
　
　 資 金 問 題 の 二 つ の 柱 は 資 金 不 足 と 予 算 執 行 率 の 低 さ で あ る。 資 金 不 足 に つ い て
は、 政 治 家 ・ 官 僚 は 整 備 が す ぐ で き る と 思 い が ち で あ る た め、 維 持 管 理 費 用 は 毎
年 ど こ か で 必 要 に な る に も か か わ ら ず 資 金 の 配 分 が 先 送 り に さ れ る こ と が 多 い。
大 規 模 な 建 設 予 算 が 一 般 財 源 か ら 拠 出 さ れ る こ と も、 政 治 家 ・ 官 僚 の 維 持 管 理 費
用 に 対 す る 認 識 を 甘 く し て い る。 ザ ン ビ ア で も 維 持 管 理 費 は 必 要 額 の 12% し か
割 り 当 て ら れ て い な か っ た (Ian 1995:pp.23-24)。 し か し 一 層 問 題 で あ る の は 折 角
集 め ら れ た 資 金 も 執 行 率 が 低 い こ と で、 表 2 か ら も 一 般 財 源 以 外 の 執 行 率 が 低
い こ と が わ か る。 こ れ は 直 轄 以 外 の 資 金 を 使 う に は、 提 供 元 が 定 め る 発 注 ル ー ル
に 従 っ た 事 務 処 理 が 求 め ら れ る こ と が 理 由 の 一 つ で あ る ( 川 澄 2000:p.27)。 た だ
し 道 路 関 係 の 年 度 予 算 が ど の 程 度 か、 各 省 庁 に ま た が っ て い る た め し っ か り し た
デ ー タ と 言 い 難 い ( 川 澄 2000:p.27)。 今 回、2000 年 以 降 各 予 算 主 体 の 執 行 率 が 改
善 し た か ど う か の デ ー タ は 残 念 な が ら 得 ら れ な か っ た。
　
表 2:1999 年 道 路 関 係 予 算 と 実 行 額 (1 億 円 )
推 定 実 行 額 予 算 額 執 行 率 (%)
一 般 財 源 29.95 26.79 111
道 路 基 金 ( 特 定 財 源 ) 6.79 17.5 38
開 発 援 助 ( 無 償 ･ 有 償 ) 27.71 80.43 34
世 銀 融 資 9.26 43.79 21
総 　 　 額 73.71 168.51 44
出 所 : 川 澄 (2000)
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■ ザ ン ビ ア の 道 路 政 策 の 課 題
　 卒 業 論 文 で は ザ ン ビ ア に お け る 道 路 政 策 の 課 題 を、 予 算 超 過 と 工 事 の 遅 れ、 メ
ン テ ナ ン ス の 進 捗、 一 般 財 源 か ら の 自 立、 ド ナ ー へ の 依 存、 燃 料 税 の 限 界 と 5 つ
に 分 け て 説 明 し た が、 こ こ で は 特 に 財 源 比 率、 予 算 超 過、 燃 料 税 の 限 界 に つ い て
触 れ た い。
◆ 図 2 は 道 路 セ ク タ ー が こ こ 20 年 計 画 ・ 実 行 に 力 を 入 れ て き た ROADSIP( 全 国
道 路 計 画 ) の 前 半 5 年 と 後 半 5 年 の 財 源 比 率 の 推 移 を 表 し て い る。 割 合 と し て 一
般 財 源 拠 出 と ド ナ ー 拠 出 が 増 え、2.~6. と い っ た 利 用 者 負 担 税 の 割 合 が 少 な く な っ
て い る。 一 般 財 源 由 来 の 拠 出 が 多 い と 国 の 経 済 が 悪 化 し た 時 に 必 要 な メ ン テ ナ ン
ス が で き な く な る こ と が 懸 念 さ れ る。 ま た、 ド ナ ー 拠 出 は HIPCs が 完 了 し て か ら
ロ ー ン の 形 態 が 増 え て お り、 銅 価 格 が 上 昇 し て い る 今 は 良 く と も、 今 後 返 済 を 遂
行 し て 行 け る か が 懸 念 さ れ る。
図 2:ROADSIP2 前 半 5 年 (2002-2007 年 )、 後 半 5 年 (2008-2013 年 ) の 財 源
出 典 :NRFA の ホ ー ム ペ ー ジ よ り 著 者 が 作 成
◆ 2006 年 か ら の 1 年 間 の イ ン タ ビ ュ ー、 ア ン ケ ー
ト な ど の 調 査 で ザ ン ビ ア に お い て 道 路 工 事 の コ ス
ト が 増 え る 主 な 原 因 は 大 雨、 洪 水、 そ れ に よ る 行
動 可 能 範 囲 の 変 化、 環 境 保 護、 軽 減 コ ス ト、 予 定
の 遅 れ、 ス ト ラ イ キ、 技 術 的 な 挑 戦、 イ ン フ レ、 地 方 政 府 の プ レ ッ シ ャ ー な ど
で あ る と い う こ と が 判 明 し た。 さ ら に ザ ン ビ ア の 1994 年 か ら 2004 年 ま で の 施
工 の 中 で、 予 算 を 超 過 し て い る も の は 8 プ ロ ジ ェ ク ト 中 6 プ ロ ジ ェ ク ト も あ る
(Chabota Kaliba 2009:p.522)。 ま た、ROADSIP2 の 予 算 が 川 澄 (2000:p.28) に よ る と
600 億 円 ( 約 6 億 米 ド ル ) で あ る の に 対 し 2012 年 時 点 の NRFA に よ る 発 表 は 16
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◆ 道 路 利 用 者 税 の 主 役 で あ る 燃 料 税 は、 税 率 の 増 加 と 交 通 量 ・ 購 買 者 の 増 加 に
よ っ て 総 額 は 順 調 に 増 え て き た が、 燃 料 の 国 際 価 格 の 変 動 に よ り 税 収 が 変 動 す る
こ と、 政 治 的 に 税 率 が す ぐ 変 更 さ れ て し ま う こ と、 近 隣 諸 国 に 比 べ 燃 料 税 が 高 く
国 境 を 横 断 す る ト ラ ッ ク が ザ ン ビ ア 国 内 で 燃 料 を 買 わ な い 傾 向 に あ る こ と な ど の
問 題 点 が 指 摘 さ れ て い る (Gaël   2012：p.6)。
結論：RMI の意義と限界
　 ザ ン ビ ア の 取 り 組 み か ら、RMI の 「四 つ の 商 業 化 コ ン セ プ ト」 に 照 ら し て、 成
果 を 評 価 す る と、 以 下 が あ げ ら れ る。 　 　
「財 源 の 確 保」 と し て は 道 路 基 金 ・ 道 路 機 関 を 作 り 道 路 利 用 者 か ら 直 接 税 金 を 取
る 流 れ を 作 っ た こ と、「税 の 徴 収 に か か わ る 説 明 責 任」 と し て は 徴 収 し た 資 金 の
管 理 者 が 明 確 に な っ た こ と、「行 政 の 機 構 改 革」 と し て は、 道 路 行 政 の 運 営 に 道
路 利 用 者 を 参 加 さ せ た こ と で 透 明 性 が 向 上 し た こ と、 責 任 分 担 が 明 確 に な っ た こ
と で 説 明 責 任 者 が 明 確 に な っ た こ と、「民 営 化 と 手 続 き の 効 率 化 に よ る 費 用 の 削
減」 と し て は 今 ま で 政 府 直 営 の 施 工 部 隊 を 半 官 半 民 に し 効 率 の よ い 経 営 に 一 歩 近
づ い た こ と、 維 持 管 理 の た め の 道 路 状 況 ・ 施 工 状 況 ・ 予 算 ・ 支 出 な ど に 関 す る 情
報 シ ス テ ム が RDA な ど の 機 関 の 設 立 と と も に 以 前 よ り 改 善 さ れ た こ と、 専 門 職
公 務 員 の 給 与 が 改 善 さ れ 様 々 な 調 査 を 行 い 分 析 ・ 公 表 す る な ど、 職 員 の や る 気 を
伸 ば し た こ と で あ る。 こ れ ら が あ る 程 度 う ま く 機 能 し、2013 年 度 予 算 で は 道 路
利 用 者 税 が 総 資 金 の 27％ を 占 め る よ う に な っ た。
　 し か し 援 助 や 一 般 財 源 か ら 自 立 し 道 路 利 用 者 に よ る 負 担 を 中 心 に 道 路 維 持 管 理
費 を カ バ ー す る と い う 目 標 は ま だ ま だ 達 成 で き て い な い。 道 路 利 用 者 税 に つ い て
は、 ザ ン ビ ア 政 府 は た だ 重 い 税 率 を か け る だ け で な く、 項 目 を 増 や し て 1 つ の 財
源 に 頼 り す ぎ な い こ と や、 重 税 の た め に 利 用 者 か ら 避 け ら れ た り し な い よ う、 適
切 な 税 制 と 徴 収 の 仕 組 み を 必 要 に 応 じ て こ れ か ら も 改 訂 し て い い か な け れ ば な ら
な い。
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